業績書類作成についての手引き
はじめに
　学会認定認知行動療法スーパーバイザーにおける業績書類の作成について説明いたします。以下の内容をご確認いただき書類を作成ください。
I. 提出を要する書類　
学会Webページにてダウンロードできる学会認定認知行動療法スーパーバイザー申請書類一式は以下の①-④となります。DLしたファイルにご記入いただき、PDFファイルの形式かA4用紙に印刷した上でご提出ください。
⑤-⑦については電子ファイルの場合はPDFファイル、コピーや抜刷等をご準備頂きますようにお願いたします。
1 日本認知・行動療法学会「学会認定認知行動療法スーパーバイザー」資格認定申請書
2 履歴書：学歴

3 履歴書：職歴

4 認知行動療法トレーニングガイドライン基本項目の業績評価
1. 認知行動療法トレーニングガイドライン基本項目①の業績評価：
認知行動療法の理論と発展
2. 認知行動療法トレーニングガイドライン基本項目②の業績評価：
ケースフォーミュレーション

3. 認知行動療法トレーニングガイドライン基本項目③の業績評価：
面接の構造化と基本的態度・応答技術

4. 認知行動療法トレーニングガイドライン基本項目④の業績評価：
認知行動療法を構成する基本技法
5. 認知行動療法トレーニングガイドライン各論①の業績評価：
うつ病への認知行動療法（各論） 

6. 認知行動療法トレーニングガイドライン各論②の業績評価：
不安症への認知行動療法 （各論）
7. 認知行動療法トレーニングガイドライン各論③の業績評価：
学級集団に対する認知行動療法（各論）
8. 認知行動療法トレーニングガイドライン各論④の業績評価：
就労支援における認知行動療法
9. 認知行動療法トレーニングガイドライン各論⑤の業績評価：
司法・犯罪分野における認知行動療法
10. 認知行動療法トレーニングガイドライン各論⑥の業績評価：
嗜癖への認知行動療法
11. 認知行動療法トレーニングガイドライン各論⑦の業績評価：
被害者支援における認知行動療法
12. 認知行動療法トレーニングガイドライン各論⑧の業績評価：
子育て支援における認知行動療法の適応
13. 認知行動療法トレーニングガイドライン各論⑨の業績評価：
職域の予防的取り組みにおける認知行動療法
14. 認知行動療法トレーニングガイドライン各論⑩の業績評価：
PTSDにおける認知行動療法
15. 認知行動療法トレーニングガイドライン各論⑪の業績評価：
学校での個別支援における認知行動療法
5 所有する国家資格、専門資格の証明書・免許証等のコピー
6 専門行動療法士資格認定証（コピー）
7 ケースレポート
■　注意事項

①～⑤については必ず提出してください。
⑥、⑦については申請に必要なもののみ提出してください。

申請書の提出書類の欄に必ずチェックをしてください。

　申請時に必要な書類は認知行動療法の基礎に関する４科目（申請書類：SV.gyousekiの業績A１～A４）各論のうちから１科目（SV.gyousekiの業績A5～A15）
II. 業績書類作成について
業績評価では、認知行動療法トレーニングガイドライン基本項目のうち、認知行動療法の基礎に関する４科目と各論のうちから１科目について業績評価を行います。申請書類その4の1-4（認知行動療法の基礎）についてはすべて作成してください。その5～15（各論）については、どれか一つを選択し作成ください。
※基礎に関する5科目目（臨床研究の方法論と倫理（臨床実践における倫理を含む））については，移行期間中についてはスーパービジョン研修をもってその業績を認めます。
業績記入の仕方について
業績の選定については、学会認定認知行動療法スーパーバイザー認定規程細則（以下細則）の第３条に書かれているものから選んでください。
選定した業績について、その名称と、単著・共著等の区別、発行年、発表媒体の名称、該当する項目、トレーニングガイドライン基本項目に該当すると判断できる項目、領域を記入してください。項目はすべて網羅する必要はありませんが、項目ごとに定められた基準があります（A1では全項目の2/3、A2は3/6、A3は4/11、A4は5/10、A5・A6は4/8､A7は3/4､A8は3/6､A9は5/9，A10は4/7，A11は3/5，A12は2/3，A13は4/6，A14は3/5，A15は3/5以上を満たすことが求められます）。
業績として認められるのは以下の4つの領域です。
A領域：認知行動療法に関する著作

・著書：単著・共著は問わない。分担執筆の場合は、担当箇所のみを業績とする。編集、監修は含まない。
・論文：単著・共著・査読の有無は問わない。ただし連名著者は、筆頭著者、第二著者､責任著者（corresponding author）、最終著者（last author）のみ認める。

B領域：認知行動療法に関する学会発表

・本学会が主催する研修会の講師

・本学会大会における教育講演、シンポジウム、事例発表

・関連学会が主催する教育講演、シンポジウム、事例発表、研修会講師 

発表については，責任発表者のみ業績と認める。
C領域：大学・大学院での教育経験
大学院において認知行動療法を教育した経験を基本とする。学部講義のみでは認めない。
D領域：国際的なセラピストの資格

　Academy of Cognitive therapy等をはじめとした国際的に認められた治療者資格を有する者については、その領域において業績とすることを認める。
以下に記入例をお示しします。
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申請書に記入した業績については、内容がわかる書類の提出をお願いいたします。
A領域：認知行動療法に関する著作　については、目次や執筆箇所のコピーをご準備ください。
B領域：認知行動療に関する学会発表　については、発表抄録をご準備ください。

C領域：大学院での教育経験　については、シラバスをご準備ください。

D領域：国際的なセラピストの資格　については、資格を証明する書類と、資格を認定される時点で受講した研修項目がわかる資料をご準備ください。

ひとつの業績が異なる項目を重複することについては、内容に間違いがなければ制限はありません（たとえば、認知行動療法の理論と発展で選んだ業績を、不安症の業績としてもカウントすること）。一つの業績が複数の項目に該当する場合は、共通した提出資料番号でご記入ください。
ケースレポートについて
ケースレポートにつきましては，1事例以上のクライエントに対して認知行動療法を実践したことが明示されるものを挙げてください。ランダム化比較試験などで効果が確認されたマニュアルに沿ったものである必要はありませんが，合理的な理由に基づき（先行研究の展望によって確認できるなど）介入方法が決定されていること，1事例の実験デザインに基づいた事例報告であることなどが求められます。

資料番号は全書類通しでご記入ください








